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グローバル企業は,企業価値の創造の成否及び時期を不確かにする内外の環境要因及びリスクに直面している｡本稿の問題意識は,
ステークホルダーのために企業価値をどのようにして経営者に追求させるかのガバナンスの問題とリスク対応である｡具体的課題は,
①ステークホルダーが,どのような経営者の適性条件を持つ代理人に企業経営を委任するか, ②代理人である経営者を監視し規律を
与えるために,どのような統治システムを構築すべきか, (彰地球的規模の企業組織の多文化統治をいかにおこなうべきかである｡こ
れらの課題に潜在するリスクの発生要因と対応を検討した結果,リスクマネジメントの観点から,リスク感性の豊かなリーダーシッ
プ,トップダウン方式と委員会設置会社,異文化間･異部門間協働システムの重要性が明確となった｡これらをまとめて,グローバ
ル企業のコーポレート･ガバナンスに関するリスクマネジメントの方向性としてフレームワークを示した｡
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Globalcorporadons face intemaland external environmentalfactorsandrisksthat make it uncertain whetherand when theywill cre-
ate corporate value. This article examines how stakeholders havethe corporate management create corporate value and managerisks
inthe terms of corporate governance. ne subjects are: 1)What quali丘es top management to be designated as the agents for stake-
holders?; 2)What isthe system of corporate governance to oversee and disciplinethe corporate management?; 3) How is cultural di-
versity of global organizations managed in the tens of corporate govemance? As a result of analysis of the above subjects, it was con-
cludedthatthefollowingrisk treatments were very important for corporate governance ofglobal corporation in terms of risk manage-
ment such as: 1eadershipwithsensitivity; top･downmanagement approachwiththree legal committees; and signiRcance of cross-
culturaland cross-functional systems. Finally a血-amework is presented to illustratethe direction of risk management of corporate gov-
emance of global corporations.
Keywords : globalCorpora也on, corporate governance,risk management, Corporate value, corporate citizenship
1.はじめに
2008年の後半から金融危機が始まり,世界的
な景気後退が急激に進む中で,デフレや少子高齢
化問題などで,日本国内市場の需要は減少し成長
が期待できない状況にある｡そのような状況の中
で,日本の内需型大手企業を中心に生き残りを掛
けて海外事業比率を引き上げ,成長戦略の軸足を
新興国に移し,円高を追い風として海外企業の買
収をテコにグローバル成長を加速する企業が相次
いでいる1)｡
その戦略は,企業の大規模化,国際化,多国籍
75
化,グローバル化により持続的成長の源泉である
企業価値2)を創造しようとするものである｡具体
的な戟術は,国内市場を中心とした事業展開から
企業活動の舞台を海外市場に移し,海外調達比率,
海外生産比率,海外売上比率,海外資産比率,港
外従業員比率等を高めていくことによりグローバ
ル企業3)に進化して企業価値を創造することであ
る｡
そのために,グローバル企業を取り巻く多様な
リスクの発生を助長する内外の環境要因の中で,
経営者は今までに経験をしたことのないリスク負
担行動を取らなければならない｡リスクの発生の
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背景には,それを助長する様々な要因があり,そ
れがリスクの大きさに影響を与え,最終的に損失
(ロス)の発生や場合によってはチャンスの増大
に結びつくのである(上田, 2007, p.202)0
そこでは,グローバル･リスク環境に対応して
職烈な競争を勝ち抜き,企業の社会的責任を果た
しながら,ステークホルダー4)のために企業の持
続的成長の源泉となる企業価値をどのようにして
経営者に追求させるか(企業経営者への規律づ
け),つまり,コーポレート･ガバナンス(企業
統治)の問題とリスク対応が重要となる｡コーポ
レート･ガバナンスの中心課題は,何らかの目的
を達成するために(コーポレート･ガバナンスの
目的問題),何らかの方法(コーポレート･ガバ
ナンスの方法問題)を駆使して,ステークホル
ダーの誰か(コーポレート･ガバナンスの主権問
港)が,企業を監視し,規律を与えることである
(菊揮, 2004, p. 2)｡本稿では,コーポレート
ガバナンスの定義は, ｢企業の持続的成長の源泉
となる企業価値を創造するために,批判的なメカ
ニズムを駆使して,企業をめぐる直接･間接に関
係するステークホルダーが,企業の経営者を監視
し規律を与えること｣とする｡
ここには, (丑企業のステークホルダー(プリン
シパル)が,どのような経営者の適性条件を持つ
:図表一十
(非金融)多国籍企業インデックス(TN)) 2008年
代理人(エージェント)に企業経営を委任するか,
②代理人である経営者を監視し規律を与えるため
に,どのような統治機構システムを構築すべきか,
③地球的規模の企業組織の多文化統治はいかにお
こなうべきかの課題がある｡これらの課題に潜在
するリスク発生要因を分析し,対応するリスクマ
ネジメントを構築することが必要になってくる｡
2.グローバル企業のリスク発生環境と
リスク要因の分析
最近のグローバル企業の動向を概観した後に,
まず,グローバル企業の各発展段階のリスク発生
環境とリスク要因の分析を行う｡
2-1.最近のグローバル企業の動向
グローバル企業の動向については,国連が
｢ワールド･インベストメント･リポート(World
Investment Report)｣ (United Nations, 2010)で,
多国籍企業(Transnational Corporation)の活動
を報告している｡国連の多国籍企業の定義につい
ては｢本国以外の国で生産･サービスの拠点を所
有あるいは管理運営する企業｣ (United Nations,
1973, p. 23),そして｢本国の親会社と2つ以上
の海外子会社で構成される企業｣ (United Nations,
TNI ランク ???ﾂ?Y業 僣H?ﾘ"?U9iﾉ¥Hﾙ??ｲ?多国籍企業 インデックス (TN)) 俛??国人口 (千人) ??9h+ﾘ.дE?
順位 兔Hﾙ??ｲ?
注1 ?ﾓ"?剪? ?ﾓB?
1 ?x4??x8?ｩuｲ?糟ｹ採掘 ?rﾃ鉄"?3.2% ?84ﾘ8ｨ5?62,032 ?"?5,334 
2 ??ｸ5ｨ8ﾘ?8ｲ?騏ｸ8ｲ?S鋼製品 ?#Bﾃ?b?1.4% ?ｸ4?ｨ987X8ｸ4?486 ??04,551 
3 ???ﾘ6ﾘ?7?ｲ?ｻ学製品 ?ﾃCSB?0.3% ???85?16,592 途?8,222 
4 埠?4?ｸ?7b?L告代理店 ??ン?88.9% ?84ﾘ8ｨ5?62,032 ?"?5,334 
5 ?ｸ?5?H4?2?g帯電話通信 鉄津s??8.6% ?84ﾘ8ｨ5?62,032 ?"?5,334 
6 ?ﾘ4ﾈ4?携帯電話通信 都?Ss?88,5% ?H4(988?86?5,3251 ??4,991 
12 冏ｹ68ｵｨﾊHﾔ鮎b?ｩ動車 ??ﾃ3??1.4% ?ｩgｲ?27.156 ?r?9,731 
- ?ｩgｹL(???ﾂガラス 途ﾃC??8.0% 
- ?ﾈ6ｨ??d気,電子製品 塔Rﾃ??62.9% 
- ???ﾂ?ｩ動車 ????59.6% 
- ?x8??自動車 ?#bﾃ##?53.1% 
注l : TNI (transnation index :多国籍企業インデックス)は.海外売上比率,海外資産比率.海外従業員比率の3つの比率の平均として計算さ
れる｡
注2 :日本板硝子とスズキ以外の情報は, United Nations (2010), pp. 228-230から抽出した｡日本板硝子とスズキTNlは直近の有価証券報告書
の情報から筆者が計算した｡
注3 :国際連合経済社会局人口部の作成したr世界の人口推計2008年版｣のデータによる2009年の推計人口による｡
注4 : IMF-Wo｢】d Economic Outlook (2010年4月版)0
76
グローJ ttJレ企業のガJ (ナンスとリスクマネジメントの方向性
2002,p.275)としている｡
この国連の報告書によると, 2008年における
多国籍企業数は世界で82,000社あり, 810,000社
の海外子会社を持ち,世界経済の成長を押し上げ
る主要な役割を演じている｡ 2008年の多国籍企
業の海外子会社の輸出額は世界の財･サービスの
輸出額の約3分の1を占め,多国籍企業の世界の
従業員数は7千7百万人と1982年の1千9百万
人の約4倍となっている(United Na血ns, 2010, p.
17)0
国連の報告書では,企業の海外依存度を多国籍
企業の海外売上比率,海外資産比率,海外従業員
比率の3つの比率の平均として計算される｢多国
籍企業インデックス(TransnationalCorporadon
Index)｣に基づき,分析している｡
2008年の報告書の海外資産比率の上位100社
リストから,多国籍企業インデックス(TNI)の
上位の海外企業6社と日本企業の3社を抽出し,
さらに本稿において事例として取り上げた日本板
硝子とスズキを含めて,図表1に要約した｡エク
ストラ一夕(Ⅹstrata PLC,英国)が93.2%で世
界で一番高い多国籍企業インデックス(TNI)を
示し,海外売上比率90.2%,海外資産比率
94.4%,海外従業員比率94.8%と, 3つの全て
の海外比率が90%を超えた｡上位の海外企業6
社は,イギリス,ルクセンブルク,オランダ,
フィンランドと相好的に国内市場が小さい国と
なっている点に注目される｡また,これらの国の
内,イギリスを除いて,国民1人あたりのGDP
は,日本に比して高く,社会福祉制度が整備され
ている国であることに驚かされる｡
国土と資源の少ない日本も,多くの多国籍企業
を持つので,国民1人あたりのGDPを高める事
ができるように,グローバル企業の海外で創造し
た企業価値を本国に還元するメカニズムの見直し
が必要に思える｡ 2009年4月の日本の税制改正
で海外子会社からの受取配当金が95%非課税と
なり, 2009年度の海外子会社からの受取配当金
が初めて3兆円を超えた5)｡税制改正前は,海外
子会社に留めていた利益を日本の親会社に送金す
ると日本で益金として課税された｡そのため
40%以上の税金を嫌い,日本に還流されなかっ
た｡海外子会社からの受取配当金の95%非課税
措置によって,これまで,海外利益が過度に海外
に留保され,日本の親会社の研究開発費や雇用が
海外に流出していたリスクを低減して,結果とし
て日本からの海外直接投資の回収メカニズムを改
善した｡これは,政府が取ったリスク相応の良い
例である｡今後,日本国内の法人税の税率や外国
投資優遇措置等の内需喚起政策が期待される｡
図表1に見るように,日本企業の多国籍企業イ
ンデックス(TNI)は,本田技研工業が81.40/0,
ソニー62.9%,トヨタ53.1%と50%を上回っ
ている｡今後の事業戦略として,グローバル化促
進計画をあげている日本の大手企業が増えている｡
たとえば,海外売上比率目標として,三菱重工業
は現在の49%から2014年には63%-,東芝は
現在の55%から2012年には63%へと掲げてい
る6)｡海外売上比率目標を達成するには,当然,
海外での事業運営するための現地での従業員や幹
部の大量採用が必要になる｡三菱重工業は海外の
グループ会社の人員を37%増の1万5,000人体
刺,アジアを中心に技術者を年800人のペースで
の採用を計画している｡今後,企業は,海外直接
投資の回収メカニズムに関する資金リスクに加え
て,海外の多文化組織の統合管理リスクに直面す
ることが多くなるだろう｡
2-2.グローバル企業への各発展段階におけるリ
スク発生環境とリスク要因の分析
あらゆる業態及び規模の組織は,自らの目的達
成の成否及び時期を不確かにする内部及び外部の
要素並びに影響力に直面している｡この不確かが
組織の目的に与える影響がリスクである(ISO,
2009,p.Ⅴ)｡組織は,リスクを特定し,分析し,
評価し,相応して管理する必要がある｡
グローバル企業への各成長段階におけるリスク
とチャンスは,それぞれ異なる｡ドゥプニイクの
多国籍企業の発展段階とグローバル経済について
の分析(Doupnik and Perera, 2008, pp. 1-16)な
どを参考にして,リスクマネジメントの観点から,
図表2のようにグローバル企業への各発展段階に
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出所: Doupnik and Pe｢era (2008), pp. 1116などを参考にして.筆者がリスクマネジメント観点から図表化した｡
おけるリスク環境とリスク要因を概観してみた｡
①創業～第1段階:国内市場から輸出･輸入取引
を中心とした海外市場への展開
国内市場の飽和や衰退等による代替販売市場の
開拓のための輸出や製品の原材料などの資源の調
達やコスト低減のための輸入により,海外市場と
の取引が開始される｡製造拠点は国内のままで,
調達と顧客は国内市場に加えて海外市場への展開
になると,与信の不確実性,外国通貨取引,関税
障壁の要因から生ずる倒産リスク･為替価格変動
リスク･税務リスクに直面する｡たとえば,国内
拠点からの海外顧客への製品の輸出販売の場合,
輸出販売からの売上増加のチャンスを得る事がで
きるが,まだ海外市場での企業の与信力が弱いた
め,決済通貨は自国通貨でなく外国通貨となる場
合が多く,国内取引では経験しなかった外国為替
リスクに直面する｡取引量が増加すれば,外国通
貨オプション等のデリバティブ型の財務証券の購
入を通して,外国為替リスクからの影響の最小化
を図る必要が発生する｡
②第2段階:対外直接投資による現地調達･現地
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生産･現地販売･現地資金調達
企業の大規模化による製品やサービスのコスト
の効率化,現地証券市場からの資金調達などの
チャンスを得るために,製造工場のような外国資
産の取得を含めて現地調達･現地生産･現地販売
を行う対外直接投資の段階-と展開していく｡そ
こでは,現地企業との協業･競争,現地子会社へ
の設備投資･運営管理,現地税制,現地法律,現
地会計基準,現地言語･習慣･民族性･歴史等の
リスク要因から,上記の輸出･輸入取引を中心と
した海外市場展開からのリスクに加えて,会計リ
スク･法律リスク･異文化リスクが発生する｡
現地に投資をする際に新たに法人を設立して,
設備や従業員の確保,事業チャネルの構築や顧客
の確保を-から投資を行うグリーンフィールド投
資方式は,事業が軌道に乗るのに時間が掛り,激
しい競争について行けないリスクの可能性がある｡
最近では,現地企業をM&A手法により買収し,
短期間の内に事業展開を図ろうとする傾向がある｡
しかし,買収後,満足する事業結果を得られない
買収リスクが発生する場合には,買収時の投資資
金の債務返済やのれん償却が当該企業全体の買収
後の事業利益に大きな負担を与える｡
リスク
グローJてル企業のガバナンスとリスクマネジメントの方向性
③第3段階:多国籍展開による現地法人レベルで
の最適化
一国への対外直接投資から更なる発展段階とし
て,世界各国でビジネスを展開し,多国籍企業の
現地法人化を進め,それぞれの国で現地化を徹底
させ,現地法人に企業としての全ての機能を持た
せるようになる｡そこでは,世界の各地域で,国
際企業との激烈な競争,税務戦略や移転価格問題,
経済危機,国際会計基準,国際法･条約,多様な
言語･習慣･民族性の影響要因から多様なリスク
が発生する｡
この段階では,国境を越えて別の国にある本社
から各種機能を提供するよりも,多国籍の各現地
企業で各種機能を持ち,コストの低減と顧客に柑
する対応レベルを向上させ,現地法人レベルで最
適化を図り競争優位に立つことができる｡また,
多国籍化により複数の海外証券市場から資金調達
ができるようになるチャンスを得る事ができる｡
④第4段階:グローバル展開による地球的規模レ
ベルの最適化
現地法人レベルの最適化を実現した多国籍企業
は,企業に必要な全ての機能を地球的規模での最
適化を図るためにグローバル企業に進化していく｡
つまり,現地法人が営業,人事,財務,人事,製
造,研究開発,マーケテイング等の全ての機能を
持つよりも,それぞれの機能を切り出して,価格
と品質の観点から最適な地域から提供することに
より企業全体の観点で競争力の向上を図っていく
戦略が実行される｡ここでは,国のポートフォリ
オの選択の問題が重要になる｡すなわち,販売市
場･調達市場･生産基地･開発基地として,どの
国を選び,国々を組み合わせたポートフォリオを
どのように選択するかの戦略リスクの問題が存在
する｡
また,この段階では,会社の機関としての問題,
すなわち,所有(株主)と経営の分離,経営にお
ける監督機能と執行機能の分離,そして,親会社
と多数の海外子会社からなる複雑な巨大企業の運
営等の要因からコーポレート･ガバナンスリスク
が発生する｡国際経験の豊かなグローバル企業経
営者が求められ,企業の統治システムの構築,経
営資源の整理･統合･配分のためにグローバルな
業務提携･ M&A,グローバル人材の確保と育成
が必要となる｡
さらに,グローバル企業には,社会価値創出や
社会問題解決のコーポレート･シチズンシップの
実現が求められてくる｡具体的には, ｢自社の存
続や繁栄が第一義の企業理念｣からステークホル
ダーからの企業の社会的責任の要請を受け,社会
と共生を図り,社会の発展に寄与する｢本業を通
じて社会貢献する企業理念｣が求められてくる｡
つまり,コーポレート･シチズンシップを実現し
ながら,将来の存続を考え,社会と共存する企業,
ソシオ･カンパニー(Socio-Compa叩)への道が
要請されてくる(亀井, 2009, p.37)0
3L　グエーJttル企業の社会的責任と
コーポレート･シチズンシップの実現
次に,グローバル企業が多様なリスク環境の中
で,持続的成長の源泉として企業価値を創造して
いく過程で,ステークホルダーから企業の社会的
責任の要請を受けて行く状況を検討する｡
3-1.持続的成長の源泉となる企業価値創造の必
要性
テイモンズの企業成長モデルによると,企業は,
スタートアップ期,成長期,安定期,成熟期,衰
退期の各段階をリスクを取りながら前に進んでい
かなければならない｡長期的には成長しない企業
は必ず消滅する(Timmons, 2003, p. 561)｡企業
を取り巻く環境は日々刻々変化し,企業に生じる
リスクも時間や環境とともに変化する｡生き残り
をかけてグローバル企業への道を大規模化,国際
化,多国籍化,グローバル化を推進しながらリス
ク負担行動を取り競争を勝ち抜いていく必要があ
る｡将来の成功の確約のない不確実性に満ちた過
酷な競争の中で,持続的成長の源泉となる企業価
値を実現し獲得するためである｡
企業価値の定義については, ①企業価値を実質
的に株主価値とイコールの関係ととらえる見解,
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②企業価値をもって経済価値とイコールの関係で
とらえる見解(さらにこの見解は次の3つにわか
れる: a.株価を重視する見解, b.一株あた
り利益を協調する見解, C.将来のキャッシュ･
フローの現在価値であるとする見解), ③経済価
値だけではなく社会価値及び組織価値を含むもの
ととらえる見解がある(横井, 2007, pp.3-4)｡
企業価値は個々の企業にとって,実際,大規模
化,国際化,多国籍化,グローバル化の各発展段
階での企業のおかれる経営環境や経営方針により
異なる｡グローバル企業が地球規模レベルで企業
価値の最適化を実現しようとする段階では,企業
が持続的成長の源泉となる企業価値を実現し獲得
してゆく中で,社会の共同体の一員として,企業
の社会的責任を求められる｡そこでは,企業が社
会的責任を果たし,企業行動がステークホルダー
の期待に応えてはじめて企業価値が向上すること
になる｡本稿では,グローバル企業が持続的成長
のための源泉として生み出さなければならない企
業価値とは,企業が直接間接にステークホルダー
と係わる｢株主価値,経済価値,社会価値の全て
を含むもの｣とする｡
3-2.ステークホルダーからの企業の社会的責任
の要請
企業が社会的責任を果たし,企業行動がステー
クホルダーの期待に応えてはじめて,持続的成長
の源泉となる企業価値が向上することになる｡
キャロルは,企業の社会的責任として, 4つの次
元をあげている｡企業の社会的責任を果たすため
に,まず, ①企業の存続･成長のために,基盤と
なる｢経済的責任｣を果たすことが必要とされ,
加えて, (参政府の法令違反企業への制裁や労働者
条件改善等の法的取り組みと同時に,企業側が
｢法的責任｣を果たすことが要求される｡そして,
③企業は,自主的な取り組みとして, ｢倫理的責
任｣が不可欠であると,さらに, ④経済的責任,
法的責任,倫理的責任が果たされる前提で｢社会
貢献責任｣フう潤われるとしている(Carroll, 2006,
pp. 35-41) ｡
本稿における企業の社会的責任の定義は,上記
のキャロルによる｢企業の社会的責任ピラミッ
ド｣理論を踏まえ, ｢多様な利害関係者からの社
会的要請に応じた企業行動責任の4つの次元｣,
すなわち, ｢経済的責任,法的責任,倫理的責任,
社会貢献責任｣とする｡企業の社会的責任の領域
については,環境対策や雇用問題の領域だけでは
なく,コーポレート･ガバナンスの問題領域への
企業の社会的責任の拡張を考えて, ｢カバナンス,
内部統制,法令順守,消費者･取引先対応,環境,
社会貢献,雇用･人材活用｣を企業の社会的責任
の領域とした｡
グローバル企業におけるコーポレート･ガバナ
ンス問題は,企業内部に直接関係するステークホ
ルダー,株主と経営者,取締役会と執行役員会,
親会社と海外子会社の間の関係問題に加えて,企
業の外部のステークホルダー,すなわち,取引先,
消費者,株主･投資家,経営者団体,労働者団体,
政府機関,地域社会,国際社会, NPO等との関
係問題がある｡コーポレート･ガバナンスの分野
に関する企業の社会的責任も,当然,企業内外の
ステークホルダーに対して,経済的責任,法的責
任,倫理的責任が果たされる前提で社会貢献責任
が問われることになる｡
3-3.コーポレート･シチズンシップ
グローバル企業は, ｢自社の存続や繁栄が第一
義の企業理念｣からステークホルダーからの企業
の社会的責任の要請を受け,社会と共生を図り,
社会の発展に寄与する｢本業を通じて社会貢献す
る企業理念｣が求められてくる｡本業を通じて社
会貢献する企業理念とは,社会価値創出や社会問
題解決を意味する｡社会価値を創出する企業とは,
①収益性を基軸とする事業価値(妥当な収益性),
②社会の一員として社会への貢献を考える社会価
値(広い社会性), ③働く人々の働きがいや自己
実現活動をサポートする人間価値(深い人間性)
をバランスさせる企業を意味する｡ (亀井, 2009,
p.37)｡社会価値創出の事例は,ハイブリッド･
カーや電気自動車,内視鏡等の医療機器,介護支
援ロボット,インターネットTVに関するソニー
とグーグルの業務提携等が考えられる｡環境資源
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本業を通じて社会貢献する企業 コーポレート･シチズンシップの実現
ステークホルダー
出所: Ca｢｢oll and Buchholtz (2006). p. 39の｢企業の社会的責任ピラミッド｣及び亀井(2009). p. 37の｢ソシオ･カンパ
ニー｣を参考にして.筆者が作成｡
問題解決のための欧州委員会による燃費規制に相
応して,小型車販売による罰金の低減を図るフォ
ルクスワーゲンがスズキと結んだ包括提携は,紘
果としてフォルクスワーゲンが社会問題解決を迫
らせた事例であると考えられる｡ ｢本業を通じて
社会貢献する企業理念｣とは,企業が社会の一員
として,企業本来の営利活動とは別に社会貢献活
動を行うこと,すなわち, ｢コーポレート･シチ
ズンシップ｣を実現することが求められる｡つま
り,コーポレート･シチズンシップを実現しなが
ら,将来の存続を考え,社会と共存する企業,ソ
シオ･カンパニー(Socio-Company)への道が要
請されてくる(亀軌　2009, p.37)0
以上のグローバル企業の社会的責任とコーポ
レート･シチズンシップの実現について,以下の
図表3に要約した｡
4.コーポレート･ガバナンスのリスク
発生要因とリスクマネジメントの検討
ステークホルダーのために企業の持続的成長の
源泉となる企業価値を,どのようにして経営者に
追及させるか(企業経営者への規律づけ)のガバ
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ナンス問題とリスク相応について,事例を通して
検討する｡こでは,グローバル成長戦略とコーポ
レート･ガバナンスの違いにより,企業価値の向
上に著しい差が出た事例として,日本板硝子とス
ズキ(自動車)を取り上げる｡
㊥事例の概要
日本板硝子の事例は,国内市場を中心に事業展
開していた企業が, 2倍以上の売上規模を有する
海外グローバル企業の買収をテコに, 2年間でグ
ローバル化を一気に加速する成長戟略をとった事
例である｡日本板硝子の事例の概要は,図表4に
要約される｡
日本板硝子は2006年6月,板ガラス生産で世
界6位の日本板硝子(世界市場占有率4%)が
180年の歴史を誇る世界3位の英国ピルキントン
社(世界市場占有率10%)を買収,世界トップ
シェア(世界市場占有率14%)の旭ガラスに並
んだ｡買収前の2006年3月期と3年後の2009年
3月期を比較してみると,日本板硝子の海外売上
比率は20%から72%,製造拠点は3カ国から29
カ国,従業員数は12,700人から31,400人と急速
に大規模化,国際化,多国籍化,グローバル化が
? ? ? ? ?
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闘聖篭
日本板硝子の短期的成長戦略と急速な海外市場への展開
夢実現　　買収額6,160億円　｢世界で一番のガラスメーカーになりたい｣
スチュアート･チェンバース
経営者リスク 買収した企業(元英国ピルキントン社長)
㌫-&JZ諾讐思し晋点を讐竺聖二-[画-リスク回 
元英国ピルキン卜 
＼胃20066/ 
千億こ虫 Il稔売上高  
9.0 ﾈ+b?ｩgｹHH8ﾘ#i)ｹ$x壓冷＼＼7兆4,000億円           
8.0 5%5兆9,000億円 down海外 2-0%売上高 72%down75%比率  
7.0 6.0 5.0 4.0 3.0 2.0 1.0 0.0 )ｳｳS｣｣3c４'T'G訳sbRX耳耳耳爾ﾓﾔ        
IILtI 2006年3月期2007年3月期2008年3月期2009年3月期20ー0年3月期 
当期純利益(損失) 78億円　121億円　　504億円　▲284億円　▲413億円
出所:日本板硝子(樵)有価証券報告零(2006年3月期-2009年3月期)及び決算短信(2010年3月期)｡
進行した｡
これに対して,スズキ(自動車)の事例は,鈴
木社長が社長就任時,売上3,000億円の会社が
30年かけて, GMとの業務提携やインドなどの
海外に進出しながら,段階的に3兆円企業のグ
ローバル企業に成長した事例である｡スズキの事
例の概要は,図表5に要約される｡
スズキの2009年3月期の事業状況をみると,
製造拠点は23カ国,販売地域150カ国,従業員
∈≡藁適
スズキの長期的成長戦略と段階的な海外市場への展開
数は50,613人であり,海外売上高比率67.9%,
海外従業員比率71.8%,海外資産比率39.4%を
示して,国連の多国籍企業インデックスは
59.6%と50%を超えている(2009年会社概況)｡
4-1.経営者の適性条件
㊥企業のステークホルダー(プリンシパル)が,
どのような経営者の適性条件を持つ代理人
(エージェント)にグローバル企業の経営を委
斎藤佳男
会長
社長
2009年3月期の状況: 
製造拠点23カ国,販売地域150カ国 
従業員数約50,613人 
多国籍企業インデックス:59.6% 
(2009年3月期) 
海外売上高比率:67.9% 
海外従業員高比率:71.8% 
海外資産比率:39.2% 
VW.スズキ包括提携 
研究開発投資(年額): 
スズキはVWの技術要 
(VW8,000億円.スズキ1,000億円) 
EC燃費規制(2015年): 
VWは小型車販売要 
直麺頭　l馴簸-　L内山娼Lイ　　鈴木肯　l
l　　　　　鈴木偉　　　　l戸圧旧男L津田縫_1__J鈴木修
出所:スズキの会社概況2009や有価証券報告雷等を参考にして作成した0
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任するか?
スペンスは労働市場を例に,情報の非対称性を
有し,かつ非完備な市場でおいて,相手の質を選
別する理論を｢シグナリング理論｣として論じた
(Spence, 1973)｡質の高いサービスを提供する
エージェントは質の悪いサービスを提供するエー
ジェントと自らを差別化できる(Picot,1997,丹
沢訳, p.77)｡
たとえば,就職を希望する者(エージェント)
は資格証明書や職務経歴書によって自分の職務能
力の質をシグナリングとして会社側(プリンシパ
ル)に示し,会社側(プリンシパル)は何らかの
方法で就職希望者(ェ-ジェント)の以前の勤務
時の上司や同僚から勤務情報をスクーリングする
ことにより,就職希望者の能力を確認する｡
事例を見てみると,日本板硝子は英国ピルキン
トン社を買収時,国内企業であったので,当然,
グローバル企業経営のノウハウや人材を有してい
なかった｡驚くことに,グローバルな企業経験や
視点を持つ日本人経営者が社内にいないという理
由から,買収したピルキントン社の外国人社長,
スチュアート･チェンバースを, 2007年10月に
は代表取締役･副社長執行役員兼COOとし
て, 2008年6月には,取締役･代表執行役社長
兼CEOとして,グローバル企業経営を委ねてい
る7)｡また,日本板硝子はスチュワ-ト･チェン
バースが2009年6月に辞任後,指名委員会が日
本を含む世界中から社長候補を探し,次の社長候
補として,米国化学大手デュポン社の元上席副社
長であったクレイグ･ネイラーを探すのに1年を
要した｡日本板硝子は,買収により短期間により
グローバル化を果たしたが,会社の舵を執るトッ
プマネジメント人材の不在リスクに悩まされた｡
これに対して,スズキは,のちに社長になる鈴
木修氏が元は銀行員だったが, 2代目社長の娘婿
として1958年スズキに入社｡ 1978年の社長就任
以来30年にわたり黒字経営を取り仕切る｡イン
ド進出の立役者である｡ 2000年会長に就任しが,
津田前社長の病気退任に伴い2008年末より社長
を兼務,金融危機後の社内を引き締める｡ 2009
年には独Wと包括提携を発表した｡長期的成
長戦略と段階的な海外市場展開で成功を収めてい
る｡しかし,後継者として予定した娘婿の小野取
締役が病気でなくなり,現在,鈴木社長は80歳,
後継者問題については,鈴木社長のワンマン経営
から経営幹部による合議制への移行を計画し,人
材育成に努めている(鈴木, 2009, pp. 241-242)｡
ここには,後継者リスクが存在する｡
グローバルな組織を束ねる国際経験や製造･開
発･販売の専門知識を持つトップマネジメントを
担う経営者を探すのは容易ではない｡スイスの研
究機関IMDの調査では,日本の経営者層の国際
経験の深さランキングでは57国中, 52位となっ
ている8)｡
㊥では,どのような経営者の適性条件に基づき経
営者候補を探すのか?
ルノーのカルロス･ゴーンが1999年に日産の
社長を引き受けるときに,グローバル企業の経営
者の適性条件として上げたものは, ｢①多文化環
境でのマネジメントの経験, ②成果主義マネジメ
ント志向, ③直面する問題分析と説明能力, ④問
題解決に部門横断的アプローチがとれること, ⑤
自分の下した決断に進んで責任を持つこと, (む長
期的目標を視野に入れつつ短期的目標に照準を絞
ること, ⑦危機を脱した状況でも組織に緊張感を
維持できること, ⑧ユーモアのセンスがあるこ
と｣である(亀井, 2004, p.245)｡
つまり,多文化環境での企業危機管理ができる
経営者である｡
伊丹は望まれる経営者のタイプとして3つ挙げ
る｡すなわち,若くて,ネットワークを作り,複
雑な大組織を経営できる人で,世界地図の上で自
分でものを考えて,政策の決断ができる人である｡
さらに,経営者の基本的な個人的な資質として3
つ挙げている｡ ①大組織経験者で,若く斬新なア
イデアとエネルギーのあるタイプ, (卦既存の企業
組織の隙間を埋め,あるいは企業同士をつなぎ合
わせて,新しい事業を興していくようなネット
ワーク企業家タイプ, (彰高度に多角化し,且つグ
ローバル化した大組織の経営をできるタイプであ
る｡経営者の基本的な個人的な3つ資質は, ①戟
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略眼(大きな方向を決める), ②世界観(世界地
図の中でものを考える), ③組織観(人間の組織
の動きに深い洞察もつ)である(伊丹, 2005,
pp. 377-379) ｡
亀井はリスクマネジメントの視点から経営者の
適性条件について次のように述べている｡ビジネ
ス･リスクマネジメントにおいては,企業組織が
リスクに直面した時に,いかなるリスク処理手段
を選択するかの経営者の意思決定が最も重要であ
り,その優劣を分けるのが,意思決定のリーダー
シップとリスク感性である｡リスク感性とは,将
来のリスク動向を把握する能力であり,豊富な実
務経験に基づいた意思決定者のリスクに対する直
感である｡この意味で,リスク感性豊かなリー
ダーシップを持つ経営者が求められる(負
井, 2001, p.73)｡
上記の経営者の適性条件に関する意見を要約す
ると,それぞれ, (丑多文化環境での企業危機管理
ができる経営者, (参ネットワークを作り,複雑な
大組織を経営できる人で,世界地図の上で自分で
ものを考えて,政策の決断ができる経営者, (彰リ
スク感性豊かなリーダーシップを持つ経営者であ
る｡共通項をまとめると, ｢グローバルな多文化
リスク環境の中で,リスク感性豊かなリーダー
シップを持ち,政策の決断ができる経営者｣とな
る｡
ここで,再度,事例に戻ってみる｡日本板硝子
のスチュアート･チェンバースが経営陣として参
画し, 2007年3月期決算の事業成績は,前年比
売上高250%アップで6,800億円,当期純利益は
121億円,海外売上高比率は68%となる｡さら
に, 2008年3月期決算の事業成績は,前年比売
上高28%アップで8,700億円,当期純利益は
504億円,海外売上高比率は76%となり,買収
前の2008年3月期決算の事業成績と比較すると,
売上高は3.2倍,当期純利益は6.5倍となった｡
ところが, 2008年後半のリーマンショック後の
欧州ガラス需要の落ち込みに加えて,買収による
暖簾償却(180億円)や金利負担(借入金5,000
億円)により, 2009年3月期決算には売上高は
前年比15%落ち込み, 7,400億円となり,当期純
損失284億円を計上して赤字に転落した｡スチュ
アート･チェンバース社長はリストラを敢行し,
従業員6,700人削減し,生産能力2割落として対
応,さらに借入金を5,000億円から3,500億円圧
縮して金利負担を減少させ,年間100億円以上の
コスト削減をはかった｡しかし, 2009年6月に
は単身就任生活が2年間続き, 16歳の長男が見
知らぬ他人になると懸念を表明し辞任を決意した｡
スチュアート･チェンバースの日本板硝子での
この実績は,リーマンショック前の急速な統合リ
スク対応とリーマンショック後のリストラ･リス
ク対応は,プロのグローバル企業経営者の手腕を
示したと言えよう｡しかし,短期間で辞任した理
由が個人的な家族間題であった｡彼には,仕事以
外の企業文化内での何らかのジレンマがあったの
かもしれないが,代わりになる経営者が短期的に
は養成または確保できない意味で,日本板硝子に
とっては経営者リスクが発生したと言える｡
これに対して,スズキの鈴木社長は, 1981年
GMと業務撞携, 1983年インドで生産開始,
1990年ハンガリーで生産開始, 1998年GMと業
務提携強化, GM出資比率を10%へ引上げ,
2000年に会長に就任, GMへの出資比率を20%
へ引上げ, 2006年GMの保有株式17%買い取り,
出資比率3%へ, 2008年GMの保有株式3%買
い取り,資本捷携解消, 2009年独VWと包括連
携などを行った(鈴木, 2009, pp. 274-278)0
1998年にGMと業務捷摸し, GMがスズキの
株式5,3%を取得した時は, ｢スズキは, GMに
飲み込まれてしまうのではないか｣と記者会見で
聞かれたが, ｢GMは鯨でスズキは蚊,いざとい
う時に,飲み込まれずに空高く舞い上がり飛んで
ゆく｣と答えている(鈴木, 2009, pp. 144-146)0
スズキはGMとの提携を通じて,北米市場への
進出と技術指導を得て,共同開発により｢クルマ
づくり｣を学んだ｡ 2009年には,独VWと包括
提携,独VWの研究開発費は年間8,000億円で,
ガソリンエンジンの燃費向上技術は世界トップレ
ベル,さらに,燃料電池,ハイブリッド,電気自
動車,プラグイン･ハイブリッド等の次世代技術
は全方位で持っている｡スズキの研究開発費は年
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間LOOO億円で,技術面で大手競業会社に比べて
弱い｡スズキはこの独Wとの提携で自動車業
界の厳しい競争の中で生き残りを狙う｡
スズキの鈴木社長は, ｢グローバルな多文化リ
スク環境の中で,リスク感性豊かなリーダーシッ
プを持ち,政策の決断ができる経営者｣と言える
だろう｡これは30年かけて海外に進出しながら
段階的に3兆円企業のグローバル企業に成長させ
た実績が物語る｡特に, GMとの業務提携や独
Wとの包括提携の政策決断は,スズキ社長が
｢リスク感性豊かなリーダーシップ｣を持つ経営
者である事を示したものと言える｡グローバル企
業の経営者の適正条件として, ｢リスク感性豊か
なリーダーシップ｣は極めて重要である｡
4-2.企業統治システム構築
㊥代理人(エージェント)である経営者を監視し
規律を与えるために,どのような統治機構シス
テムを構築すべきか?
藤田は過去の会社法学に影響を与えた経済学の
文献について,バーリとミ-ンズ(Beneand
Me弧S,1968)の｢所有と経営の分離｣,コース
(co乱se,1937)の｢企業の本質｣,ジェンセンと
メックリングUensenand Meckling, 1976)の
｢エージェンシー理論｣に関する米国の法律雑誌
における引用の頻度のデータについて述べている｡
1970年代までは,引用頻度は圧倒的にバーリと
ミ-ンズが多かったが, 1980年代にはコースお
よびジェンセンとメックリングの引用回数が爆発
的に増え,特に,ジェンセンとメックリングは
バーリとミ-ンズを追い抜いた｡その傾向は
1990年代に入っても変わらない｡この引用回数
の変化はエージェンシー理論と密接に関係する契
約的企業観が1970年代以降の会社法の｢法と経
済学｣のパラダイムを決定的に規定したことによ
る(藤田, 2005, pp.45-48)0
グローバル企業におけるコーポレート･ガバナ
ンス(企業統治)問題には,株主と経営者,ス
テークホルダーと経営者,取締役会と執行役員会,
親会社と海外子会社などの間において,法的また
は非法的な委任関係がある｡そして,エージェン
シー理論を周いて,委任関係を依頼人であるプリ
ンシパルと代理人であるエージェントからなる
エージェンシー関係として分析されることが多い｡
そこでは,プリンシパルとエージェントの利害は
必ずしも一致せず,両者の情報も非対称的である
と仮定される｡このような状況では,エージェン
トはプリンシパルの不備に付け込んで悪徳的に自
己利害を追求するリスクの可能性が発生する｡こ
のような不道徳で非効率な現象として,モラル･
ハザード現象や逆選択現象が発生する(菊揮,
2004, p.163)｡モラル･ハザードの防止策とし
て,最も有効な方策はエージェント間の競争圧力
である｡人為的なインセンティブを与えるシステ
ムと行動を監視するモニタリング･システムの構
築がある(伊藤, 2004, p.134)｡たとえば,プ
リンシパルである株主がエージェントである経営
者をモニタリングするために取締役会や委員会設
置会社の3委員会を設置するのに必要なコストは
モニタリング･コストである｡
グローバル企業のコーポレート･ガバナンスの
統治機構システムを構築する場合には,制定法で
ある会社法のように裁判所でその履行が強制され
る諸規範であるハードローだけではなく,裁判所
でその履行が強制されない倫理や社会規範である
ソフトローを考慮する必要がある9)0
所有と経営の分離や経営の監督機能と執行機能
の分離の問題は,会社法の役割であるハードロー
の法的標準方式の機能を利周して運営することに
なる｡しかし,同じ法的標準方式の機能を利用す
るにしても,ステークホルダーの要請や企業戦
略･方針などの企業の状況により,許される法的
枠内での自由裁量が経営者に与えられ,企業規範
としてのソフトローが企業内部に構築され運営さ
れる｡執行機能の本社機能と海外子会社の委任関
係については専門化と同時に,潜在する企業統治
リスクも多様化し,その相応も複雑化してくる｡
そこには,企業独自のソフトローとしての企業規
範が必要になる｡
事例の会社の統治機構システムをみると,日本
板硝子はハードローの法的標準方式の機能を利用
して, 2008年6月に委員会設置会社に移行した｡
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日本板硝子の2009年3月期の株主構成は金融機
関41%,外国人31%,個人21%である｡所有と
経営の分離に加えて,会社の機関について機構改
革を行い,取締役設置会社として委員会設置会社
となり,取締役会12人のうち社外取締役4人を
選任した｡経営は監督機能と執行機能に分離して
執行役員制度を導入した｡執行役員会は,代表執
行役社長兼CEOはスチュワ-　トチェンバース,
そして,他の執行役員の4人の内3人は英国ピル
キントン社の出身である｡買収前の日本人の経営
陣が取締役会を管理して監督機能を担当し,ピル
キントン社出身の外国人が執行役会を管理して執
行機能を担当するハイブリッド･システムになっ
ている｡
これに対して,スズキは会社の機関の選択は日
本板硝子と異なる｡ハードローの選択は,取締役
設置会社で委員会設置会社に移行せず,監査役設
置会社のままで,取締役会には社外取締役をおか
ない｡しかし,機動的な会社運営･業務のスピー
ドアップと責任体制の明確化を図るため,取締役
の数を少なくするとともに,専務役員･常務役員
制度を導入している｡取締役会長(社長を兼任)
以外の取締役全員が,業務執行の中心となる専務
役員を兼務し,本部･その他機能別組織の本部長
に就くことにより,現場の情報を取締役会に上げ
て現場に直結した意思決定ができるようにしてい
る｡
日本のコーポレート･ガバナンスにはハード
ローとしての会社法上,監査役設置会社と委員会
設置会社の2制度が存在し,日本板硝子は委員会
設置会社を選択し,スズキは監査役設置会社を選
択し運用している｡委員会設置会社とは,指名委
員会,監査委員会及び報酬委員会を置く株式会社
であり,取締役会の監督機能を強化する目的で,
社外取締役が過半数をしめる3つの委員会及び業
務執行機関である執行役を必ず置かなければなら
ない(近藤, 2009, p.271)｡しかし,日本取締
役協会の委員会設置会社リストを見ると, 2010
年7月28日現在における東京証券取引所の上場
企業約2,300社のうち, 62社が委員会設置会社
で極めて少ない｡ちなみに,委員会設置会社が法
制化された2003年からの委員会設置会社の数の
推移を見ると, 2003年44社, 2004年59社,
2005年67社, 2006年70社, 2007年70社,
2008年71社, 2009年71社, 2010年62社であ
る｡委員会設置会社は企業の不祥事が続く中,
ハードローとして,経営者への監視機能の強化を
目的に導入されたが,委員会設置会社が増えない
理由として, 3つの委員会を置くとコストがかか
ること,監査役会設置会社でも社外取締役を置け
ば監視機能が高まること,会社法制定後は剰余金
配当が監査役会設置会社でも要件を満たせば可能
になったことが指摘されている10)｡
スズキの監査役会には監査役5名のうち3名を
社外監査役とし,監査機能の強化に努めている｡
なお,社外監査役のうち, 1名を東京証券取引所
の定めに基づく独立役員として,同取引所に届け
出ている｡また,内部監査部門および関係会社を
監査する部門を設置しており,会計監査人の監査
と併せて,違法性,内部統制面,経営効率面の視
点から三棟の監査を行い,かつ,常に情報の交換
を行うことで相互の連携を高めている｡コンプラ
イアンス(企業倫理)体制について取締役および
従業員等が法令･社会規範･社内規則を遵守し公
正かつ誠実に行動するための｢スズキ企業倫理規
程｣を定め,その中で｢行動基準｣を明示すると
共に, ｢企業倫理委員会｣を設置し,企業倫理講
習会を実施する等,コンプライアンスの徹底を
図っていまる｡また, 2006年5月に,会社法に
基づき内部統制システム構築の基本方針を決議し
ており,さらに内部統制システムの整備･構築に
努めている｡
日本の監査役設置会社と委員会設置会社は制度
上の差はあるが,スズキの例のように監査役会の
監視機能の強化しているところは,両制度の運用
上,実質的に差は生じていないとの検討報告があ
る11)｡しかし,監査役設置会社における監査役会
の監視機能の強化の状況は会社の業容･業態,経
営者の考え方や会社の方針により異なる現状があ
ると思われる｡監査役設置会社に比較して,制度
上,委員会設置会社は戦略的意思決定･監査機能
と業務執行機能を明確に分離することによって,
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専門化によるメリットが得られる仕組みになって
いる(菊揮, 2004, p.139)｡
カルロス･ゴーンが経営者の適正条件に一つに
｢自分の下した決断に進んで責任を持つこと｣を
あげていたが,これは,取締役の経営判断につい
ての経営者の責任として,株主代表訴訟のような
ハードロー上の責任を課される問題と共に,ス
テークホルダーの利益に合致するように持続的成
長のために企業価値の創造のコミットメント(約
束)を果たすことも含まれる｡
スズキは,取締役会の意思決定をたて割りの弊
害なく全社に素早く推進させるために,部門横断
的な課題の抽出･相応の促進を行う部門を設置し
ている｡なお,従来より,取締役の経営責任を明
確にし,かつ経営環境の変化に柔軟に相応できる
よう,取締役の任期を1年としている｡このため
スズキは｢5分で取締役会で重要な決議事項を決
断できる｣として,トップダウン方式により監督
機能と執行機能の両機能を取締役会で行っている
(鈴木, 2009, pp. 157-158)｡
企業が制定法であるハードロー内での選択,そ
して独自のソフトローの構築と運用における企業
統治リスクのマネジメントに求められる方向性と
して, ①経営の透明性の向上, ②効率性の向上,
③国際標準化を踏まえること, (彰社会性の配慮が
必要である(上田, 2002, p.24)｡それ故,ス
テークホルダーへの経営者の責任を明確にして,
経営者への監視機能を高めるためには,統治機構
システムは,トップダウン方式と委員会設置会社
が重要となる｡
4-3.企業の多文化統治
地球的規模の企業組織の多文化統治をいかに行
うべきか?
世界の国々の文化は,ある一つの文化に集約す
ることなく多様性を保ちながら,相互に影響しあ
いながら変化し続けるので,グローバル企業の経
営者は,各国の異文化に配慮しながら,経営文化
の多様性の影響に対応して多文化リスクの発生を
最小化する必要がある｡上田は企業価値の最適化
を図るためには,効果的なリスクマネジメントに
関する意思決定を可能にする最適なリスク文化や
企業文化が企業内に存在しなければらないとして
いる(上田, 2006, p.93)｡
伊丹はグローバル企業の組織の中での文化摩擦
は, 2つの次元で発生すると指摘する(伊
丹, 2004, pp.202-207)｡ 1つは,経営スタイル
の摩擦,もう1つは,支配と所属の感覚から生ま
れる摩擦である｡経営スタイルの摩擦は,協働に
ために集まる異なった国の人々の間での理解とコ
ミュニケーションが,自分たちが常識と考える行
動様式や伝達･判断の様式がそれぞれに違うため
にスムーズにいかなくなる,という摩擦である｡
支配と所属の感覚から生まれる摩擦とは,企業の
世界的な統合に参加する人々が,どの共同体に属
し,誰に｢支配されている｣という感覚をもつの
か,という問題である｡伊丹は,企業内文化摩擦
の解決の鍵は,企業の世界組織が1つの共同体で
あるという意識を,情報の共有により,各国に散
らばったそのメンバーがもつことが必要であると
している(伊丹, 2004, pp.212-220)0
グローバル企業のリスク発生の背景要因の重要
なものとして,多くの異なる国の言語･習慣･民
族性･歴史からなる多様な経営文化環境がある｡
多国籍企業における各国の文化と経営組織の関係
について,国際比較調査研究としては,ホ-フス
テッドの『経営文化の国際比較(Culture's Conse-
quences)』がある(Hofstede, 1984)｡ホ-フス
テッドの調査研究はIBM社の世界40カ国の11
万人の従業員を対象にしたものである｡経営文化
の国際比較を行うために,組織に関連する4つ経
営文化価値の測定次元(権力格差,不確実性の回
避,個人主義,男性化)と40カ国の7つの地理
学的･経済学的諸指標(富-国民1人あたりの
GNP,経済成長率-国民1人あたりGNPの10
年間の平均成長率,首都の緯度,人口規模,人口
成長率,人口密度,経営規模)との関係を解明し
た(Hofstede,1984,商成訳, p.64)｡ホープス
テッドは, 40カ国の国民文化の差異を経営組織
との関係についての調査研究を通じて, ｢組織は
文化に拘束されていること｣を認知した｡多文化
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組織の管理として,組織そのものの中心文化をつ
くること,文化の違いを適切に処理できるように
国際本部の組織を編成し,人材を配置し,報酬を
与えることをあげている｡また,異文化間の協力
を生産的にする訓練の必要性を述べている
(Hofstede, 1984,商成訳, p. 368-376)｡
文化的差異が経常に与える影響に関する調査研
究としては,トロンペナ-ルスの『異文化の波
(Riding the waves of culture)』がある(Trom-
penaars and Hampden-Turner, 1997)｡文化測定
の3つの視点,すなわち,人間関係から発生する
問題,時間経過から発生する問題,環境に関係す
る問題から文化的差異を検討した｡そして文化の
基礎的な価値判断の7つの次元を確認した｡その
うちの5つは,人間関係から発生する問題に属す
るものである｡ 7つの文化の価値判断の次元は,
(人間関係) ①｢普遍主義｣対｢個別主義｣, ②｢個
人主義｣対｢共同体主義｣, ⑨｢感情中立的｣対
｢感情表出的｣, ④ ｢関与特定的｣対｢関与拡散的｣,
⑤｢達成型｣対｢属性型地位｣, (時間経過) ⑥｢時
間に対する態度｣, (環境)⑦｢環境に対する態
度｣である(Trompenaars and Hampden-Turner,
1997,須貝訳, pp.1-19)｡この7つの文化の価
値判断の次元は文化的差異を示すばかりではなく,
経営上の優先事項となる見解や価値観を分析し,
ジレンマ(人が良好で望ましい2つの選択肢の中
からいずれかを選択しなければならない状況)と
なる事柄の解決方法を操供するとしている｡すな
わち, ｢文化的差異を認知し,尊重し,折り合い
をつけるための実践的な異文化間のビジネス戦
略｣を擢案している(TrompenaarS　and Wool-
liamS, 2003,古屋訳, pp. 24-25)0
多文化統治システムにより企業統治リスクを低
減する方策として,日産のCEOのカルロス･
ゴーンがミシュラン･ブラジル時代に異なる文化
の融合問題について, ｢クロス･ファンクショナ
リティ｣というコンセプトの組織化を図った例が
ある｡具体的には,文化を持つ国からクロス･カ
ルテュラル(異文化間協働的)な人材構成による
クロス･カンパニー･チーム(CCT)と各職能か
らのクロス･ファンクショナル(異部門間協業
袷)な人材構成によるクロス･ファンクショナ
ル･チーム(CFT)が組織され,複数の視点から
自社の直面している問題について検討･分析をお
こなった｡この結果,問題解決案が発案･遂行さ
れ,経営改善と繋がっていったとしている(負
井, 2004, p.238)0
上記の多文化統治ついての意見をまとめて要約
する｡グローバル企業の組織の中での文化摩擦リ
スクを低減するために,まず,文化的差異を認知
し,尊重し,折り合いをつける必要がある｡そし
て,企業の世界組織が1つの共同体であるという
意識を,情報の共有により,各国に散らばったそ
のメンバーがもつことによって,最適なリスク文
化や企業文化が企業内に形成することができる｡
具体的には,多文化リスク対応の方策として,輿
文化間･異部門間協業システムを構築し実践する
ことは有効である｡
日本板硝子は, 2009年3月31日現在,海外で
働く従業員の割合は80%で,従業員の地域別構
成は,欧州45%,日本18%,北米13%,中国
8%,南米8%,その他アジア4%,フィリピン
4%である｡
2006年6月にビルキントン社を買収したこと
で事業が著しく海外に展開し,社会的責任の範囲
が広がった｡このため,経営理念をグローバルな
視点で見直し2006年7月に新しい経営理念とし
て｢事業は人なり｣を掲げ,全世界のグループ従
業員に共通メッセージとして配信した｡具体的に
は,信用と相互尊重,誠実な行動とプロ意識,協
力一致と相互支援,オープンなコミュニケーショ
ン,進取の精神と創意工夫,情熱と不屈の精神,
自己責任と社会的貢献の理念を仕事の基本として
実践することをあげている｡この理念は,企業の
世界組織が人を中心とした1つの共同体であると
いう意識を各国に散らばったそのメンバーがもつ
ことによって,新たな企業文化が企業内に形成す
ることを目的としたものである｡事業は人なりの
経営理念が企業の世界組織内に育ってきているか
を見るために,仕事･職場に対する満足度を従業
員に評価してもらう｢従業員意識調査｣を2年に
1回実施している｡英国ピルキントン社を子会社
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化して以来初めてとなる世界規模での調査である｡
調査結果は概ね良好で,モチベーションや満足度
について約70%の従業員から｢良い｣又は｢改
善した｣回答を得ている｡
また,各従業員の職務遂行基準を全世界的に高
めることを目的とした人材教育,研修プログラム
を実施｡グループの共通言語は英語だが,できる
だけ多くの従業員に参加してもらい最大の成果を
上げるために,研修プログラムは各地域の言語で
も提供している｡言語差異のような文化摩擦リス
クを低減するために,文化的差異としての言語の
違いを認知し,尊重し,グループの共通言語にと
らわれず,折り合いをつけることは必要である｡
これに付して,スズキの2009年3月期の地域
別売上比率は,日本39%,欧州18%,アジア
31%,北米5%,その他7%で,主な販売先は,
アジア地域では,インド,インドネシア,中国,
欧州地域では,ハンガリー,英国,ドイツある｡
スズキはインドで40%,パキスタンで46%の販
売シェアを持つ｡スズキの海外事業はインドやハ
ンガリーに大きな比重を占めているので,欧州に
半分近い比重を占める日本板硝子とは,多文化環
境の状況はだいぶ異なるかもしれない｡スズキが
インドに1982年に進出して, 2009年には,生産
台数は100万台を超えた｡
当初インドの工場内でのカースト制度における
差別問題があった｡具体的には,ほかのカースト
の社員と食堂は一緒にするな,とか,掃除は下層
のカーストのやることだ,とか,他のカーストと
同じ作業服は着ない,ターバンを着周するからヘ
ルメットをかぶらない,休日や労働時間に差をつ
けろ,などと幹部は主張していた｡これに対して,
鈴木社長は,工場を出てカースト差別をするのは
勝手だが,生産現場では,生産性が落ちるから,
カースト差別は絶対に許さないとの方針を通した
(松戸, 2010, pp. 9卜96)｡経営管理上の生産性
の観点から,組織運営の原則のなかには利益を生
み出す方法とロスを生み出す方法があるが,カー
スト制度における差別問題は,インド社会の固有
の問題でインド社会の中では一企業が変革できな
い問題である｡しかし,これはロスを生みだすの
で解決の必要な問題であった｡工場内はインド社
会ではないので,スズキの企業文化が支配できる
次元を創造することにより,異文化リスクに対応
することができたのである｡さらに,インド人の
日本での無償研修制度や技術移転のための日本人
の現場管理者をインドに派遣を通じて,異文化交
流を行った｡
グローバル企業の組織の中での文化摩擦リスク
を低減することは重要である｡日本板硝子では,
経営理念として｢事業は人なり｣を掲げ,全世界
のグループ従業員に共通メッセージとして配信し
た｡スズキは,異文化社会においても企業価値を
向上させることができる企業文化の移植に努めな
がら,社員の異文化交流を研修やOJTを行った｡
両社とも,企業の世界組織が1つの共同体である
という意識を,情報の共有により,各国に散ら
ばったそのメンバーがもつことによって,最適な
リスク文化や企業文化が企業内に形成することに
努めた｡多文化リスク相応の方向として,異文化
間･異部門間協業システムを構築し実践すること
は重要である｡
5.グローJtIル企業のコーポレート･ガJtIナ
ンスに関するリスクマネジメントのフ
レームワークーむすびにかえて
最後にこれまでの考察に基づいて,図表6に,
グローバル企業のコーポレート･ガバナンスに関
するリスクマネジメントの方向性として,フレー
ムワークを示す｡グローバル企業への発展段階は,
大規模化,国際化,多国籍化,グローバル化と進
化し,市場は,国内市場,外国市場,多国市場,
世界市場へと進出し,事業展開は,国内販売,輸
出･輸入,村外直接投資,多国籍展開,地球的規
模展開と発展してゆく｡一方,ステークホルダー
ち,国内市場での顧客,株主,債権者,地域社会,
政府から世界市場へと広がり,多数で多様な利害
を持つ関係者と関わるようになる｡そこでは,企
業の社会的責任として,経済的責任,法的責任,
倫理的責任,社会貢献責任が問われる｡また,事
業活動の発展展開に応じて,企業価値も株主価値
89
専修ビジネス･レビュー(2011) Vo1.6 No.1
塵鮎
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企業の発展段階
利害関係者
企業の社会的責任
企　業　価　値
ビジネス･リスク
グローバル化
輸出･輸入対外直接投資 多国籍展開 地球規模展開
顧客･株主･債権者･従業員･地域社会･政府･国際社会　->増加
増加 倆??hﾊ9?D2?倫理的責任 法的責任 
経済的責任 
増加 倆???ﾂ?
経漬価値 
株主価値 
増加 ?ﾙzｨ8ｨ5??オペレーショナルリスク 
金融リスク 
災害リスク 
経営者へ企業統治責任の要請 企業統治リスクの発生
ばかりでなく,経済価値や社会価値が求められて
くる｡
企業が世界市場で地球的規模で展開し,企業の
社会的責任を果たしながら,持続的成長の源泉と
なる企業価値を創造してゆくなかで多様なビジネ
ス･リスクに直面する｡ビジネス･リスクの主な
ものには,戦略リスク,オペレーショナルリスク,
金融リスク,災害リスクがある(上田, 2009a,
p. 14)｡
ビジネス･リスク環境の中で,ステークホル
ダーのために企業の持続的成長の源泉となる企業
価値をどのようにして経営者に追及させるか(企
業経営者への規律づけ)の問題,つまり,経営者
へのコーポレート･ガバナンス(企業統治)の要
請とリスク対応が必要になる｡具体的には,経営
者の適正条件,企業統治システム構築,企業の多
文化統治の問題である｡これらの問題は,企業統
治リスクの発生要因であり,対応が不十分だと経
営者リスク,統治機構リスク,多文化統治リスク
が発生する｡
従って,企業統治リスクを予防･低減する企業
統治リスクマネジメントが必要になる｡企業統治
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企業統治リスクマネジメント 
リスクマネジメントとしての方向性は, ①経営者
リスク対応には,経営者の適正条件として,リス
ク感性の豊かなリーダーシップを持つ経営者が経
営の任にあたること, ②統治機構リスク対応には,
当該企業に適した企業統治システム構築と運用の
ために,トップダウン方式や委員会設置会社の選
択と構築, ③多文化統治リスク対応には,企業組
織の多文化統治を可能にする異文化間協働･異部
門間協働システムの構築･運用が考えられる｡
注
1)日本企業,特に内需型企業による海外企業の買収が急
増している｡ 2010年度上期(4月～6月)は買収総額
は1兆5,300億円(前年同期比54%増)で,件数で
は251件(前年同期比58%増)となり,半期ベース
では2001年度以降では最高となる｡ NTTが世界中に
顧客基盤を持つ南アのrr大手企業のディメンショ
ン･データ(買収額2,860億円),キリンホールディ
ングスがシンガポール飲料最大手企業のフレイザ一･
アンド･ニーヴ(846億円),日本電産が米国電気大
手企業のエマソン･エレクトリックのモーター事業部
門(600億円)を買収した｡ (日本経済新聞2010年10
月8日)0
2)本稿では,グローバル企業が持続的成長のための源泉
???
グローバル企業のガバナンスとリスクマネジメントの方向性
として生み出さなければならない企業価値とは,企業
が直接間接に関係するステークホルダーとかかわる
｢株主価値,経済価値,社会価値の全てを含むもの｣
とする｡
3)本稿では,グローバル企業の定義は,国内市場から海
外市場へと市場拡大を図りながら,企業の大規模化,
国際化,多国籍化,グローバル化によるリスク負担行
動と同時に,チャンスの最大化から地球規模レベルで
企業価値の最適化を実現しようと事業展開する企業と
する｡
4)本稿では,グローバル企業に係わるステークホルダー
とは,企業に直接間接に関係する利害関係者の総称を
いう｡具体的には,株主,従業員,債権者,経営者団
体,労働者団体,政府機関,地域社会,国際社会,
NPO等である｡
5)日本経済新聞2010年5月19臥　たとえばHOYAは
海外子会社の配当として, 2009年4月～6月に約
1,200億円を国内に戻し,株主への配当金や借入金の
返済に充てる｡
6)日本経済新聞2010年6月1日,海外売上比率目標を
引き上げた会社は,川崎重工業は現在の48%から
2020年65%,パナソニックは現在48%から2020年
55%等がある｡
7)日本板硝子プレスリリース, 2008年4月23日｡
8)日本経済新聞2010年6月16日｡
9)本稿では,裁判所でその履行が強制されるような諸規
範をハードローと定義し,裁判所でエンフォースされ
ない規範をソフトローと定義する(神臥　2008, p.
153)｡
10)日本経済新聞2010年3月6日｡この時点で委員会設
置会社は,非上場会社も含めると112社である｡
ll)日本監査役協会,ケース･スタディ委員会は, 『監査
役設置会社と委員会設置会社の比較検討』 (平成2010
年10月14日)の報告啓では,監査役設置会社と委員
会設置会社について,制度上の差はあるが,運用上は
差は生じてないとしている｡
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